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�

月

�

日

号

で

は

、

「

大

蔵

財

務

協

会

創

立

�

周

年

記

念

特

集

」

を

掲

載

す

る

予

定

で

す

。

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

令

和

８

年

度

税

制

改

正

大

綱

で

示

さ

れ

て

い

た

貸

付

用

不

動

産

の

評

価

方

法

の

見

直

し

に

必

要

と

な

る

新

た

な

通

達

の

案

を

公

表

し

、

意

見

募

集

（

パ

ブ

リ

ッ

ク

コ

メ

ン

ト

）

を

開

始

し

た

。

通

達

案

の

名

称

は

「

『

貸

付

用

不

動

産

の

評

価

に

つ

い

て

』

の

法

令

解

釈

通

達

（

案

）

」

で

、

パ

ブ

コ

メ

の

締

切

は

�

月

�

日

。

見

直

し

は

９

年

１

月

１

日

以

後

に

相

続

、

遺

贈

ま

た

は

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

財

産

の

評

価

に

適

用

す

る

。

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

国

税

シ

ス

テ

ム

を

更

改

し

、

Ｋ

Ｓ

Ｋ

（

国

税

総

合

管

理

）

シ

ス

テ

ム

か

ら

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

に

移

行

し

た

。

こ

れ

に

伴

い

、

申

告

書

等

や

納

付

書

等

の

様

式

が

変

わ

っ

て

お

り

、

同

庁

で

は

、

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

う

変

更

点

な

ど

を

周

知

し

て

い

る

。

ま

た

、

税

務

署

か

ら

の

問

い

合

わ

せ

に

対

し

て

Ｗ

ｅ

ｂ

上

で

回

答

で

き

る

「

Ｗ

ｅ

ｂ

回

答

」

機

能

が

実

装

さ

れ

て

い

る

。

　

Ｗ

ｅ

ｂ

回

答

は

、

国

税

か

ら

の

お

尋

ね

（

電

子

も

し

く

は

書

面

）

に

つ

い

て

、

Ｗ

ｅ

ｂ

上

で

回

答

で

き

る

機

能

。

国

税

か

ら

の

お

尋

ね

に

対

し

て

Ｗ

ｅ

ｂ

回

答

す

る

方

法

は

次

の

三

つ

の

パ

タ

ー

ン

が

あ

る

。

　

①

メ

ッ

セ

ー

ジ

ボ

ッ

ク

ス

一

覧

の

受

信

通

知

か

ら

回

答

す

る

、

②

マ

イ

ペ

ー

ジ

Ｔ

Ｏ

Ｐ

の

「

お

尋

ね

」

か

ら

回

答

す

る

、

③

国

税

か

ら

送

付

さ

れ

た

お

尋

ね

文

書

に

記

載

の

認

証

キ

ー

を

認

証

キ

ー

の

入

力

欄

に

入

力

し

て

回

答

す

る

。

　

回

答

入

力

画

面

で

は

、

回

答

フ

ォ

ー

マ

ッ

ト

に

沿

っ

て

回

答

で

き

る

ほ

か

、

必

要

に

応

じ

て

フ

ァ

イ

ル

を

添

付

す

る

こ

と

が

可

能

と

な

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

同

庁

は

、

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

い

、

税

務

署

窓

口

の

業

務

に

必

要

な

シ

ス

テ

ム

の

稼

働

に

問

題

が

生

じ

て

い

る

と

し

て

、

税

務

署

窓

口

に

お

け

る

各

種

手

続

で

遅

延

が

発

生

し

て

い

る

と

し

た

（

�

月

１

日

時

点

）

。

　

現

金

領

収

、

納

税

証

明

書

の

交

付

な

ど

、

税

務

署

の

窓

口

で

の

各

種

手

続

に

は

、

相

当

の

時

間

を

要

す

る

状

況

と

し

て

い

る

。

納

税

証

明

書

の

交

付

は

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

請

求

し

た

場

合

で

も

即

座

に

で

き

な

い

状

況

で

、

電

子

交

付

を

希

望

し

て

も

書

面

交

付

と

な

る

場

合

が

あ

り

、

そ

の

場

合

は

税

務

署

か

ら

連

絡

す

る

と

し

て

い

る

。

そ

の

た

め

、

電

子

申

請

す

る

場

合

は

、

必

ず

マ

イ

ペ

ー

ジ

の

「

基

本

情

報

」

に

あ

る

「

電

話

番

号

」

欄

に

電

話

番

号

を

登

録

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

電

話

番

号

の

登

録

が

な

い

場

合

は

、

税

務

署

か

ら

連

絡

で

き

ず

、

手

続

を

進

め

る

こ

と

が

で

き

な

い

と

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

マ

イ

ペ

ー

ジ

に

お

け

る

贈

与

税

関

係

情

報

に

、

①

更

正

・

決

定

の

通

知

情

報

、

②

相

続

時

精

算

課

税

適

用

状

況

、

③

書

面

申

告

提

出

状

況

を

追

加

し

た

。

こ

れ

ら

の

情

報

は

、

令

和

８

年

�

月

�

日

以

降

に

マ

イ

ペ

ー

ジ

に

反

映

さ

れ

る

と

し

て

い

る

。

　

①

で

は

、

贈

与

税

の

更

正

通

知

書

・

決

定

通

知

書

に

係

る

情

報

が

表

示

さ

れ

る

。

　

②

で

は

、

相

続

時

精

算

課

税

制

度

を

適

用

し

て

い

る

場

合

に

、

特

定

贈

与

者

氏

名

及

び

適

用

開

始

年

分

が

表

示

さ

れ

る

。

特

定

贈

与

者

を

選

択

す

る

と

、

こ

れ

ま

で

に

申

告

し

た

内

容

（

申

告

年

分

・

財

産

の

価

額

の

合

計

額

・

相

続

時

精

算

課

税

分

の

贈

与

税

額

等

）

を

申

告

年

分

ご

と

に

確

認

で

き

る

と

し

て

い

る

。

　

③

の

書

面

申

告

提

出

状

況

に

つ

い

て

は

、

８

年

９

月

の

リ

リ

ー

ス

時

点

で

は

過

去

７

年

分

の

提

出

記

録

が

確

認

で

き

る

と

し

て

い

る

。

な

お

、

確

認

で

き

る

年

分

は

相

続

税

の

贈

与

財

産

の

加

算

期

間

の

取

り

扱

い

に

合

わ

せ

て

順

次

拡

大

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

　

新

設

さ

れ

る

評

価

は

、

①

課

税

時

期

前

５

年

以

内

に

取

得

等

さ

れ

た

貸

付

用

不

動

産

の

評

価

と

、

②

不

動

産

特

定

共

同

事

業

等

に

よ

り

小

口

化

さ

れ

た

貸

付

用

不

動

産

の

評

価

の

二

つ

。

　

通

達

案

で

貸

付

用

不

動

産

と

は

、

そ

の

全

部

も

し

く

は

一

部

が

借

家

権

の

目

的

と

な

っ

て

い

る

家

屋

（

家

屋

と

と

も

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

附

属

設

備

ま

た

は

構

築

物

を

含

む

）

ま

た

は

そ

の

家

屋

の

敷

地

の

用

に

供

さ

れ

て

い

る

宅

地

も

し

く

は

宅

地

の

上

に

存

す

る

権

利

（

宅

地

ま

た

は

当

該

権

利

と

と

も

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

土

地

等

を

含

む

）

を

い

う

。

　

そ

の

上

で

、

①

で

は

土

地

お

よ

び

土

地

の

上

に

存

す

る

権

利

（

土

地

等

）

と

家

屋

お

よ

び

そ

の

附

属

設

備

ま

た

は

構

築

物

（

家

屋

等

）

の

う

ち

、

課

税

時

期

前

５

年

以

内

に

対

価

を

伴

う

取

引

に

よ

り

取

得

ま

た

は

新

築

（

取

得

等

）

さ

れ

た

貸

付

用

不

動

産

の

価

額

は

、

課

税

時

期

に

お

け

る

通

常

の

取

引

価

額

に

相

当

す

る

金

額

に

よ

っ

て

評

価

す

る

と

し

た

。

た

だ

、

当

該

貸

付

用

不

動

産

に

係

る

土

地

等

ま

た

は

家

屋

等

の

取

得

価

額

が

そ

の

取

得

等

の

時

に

お

け

る

通

常

の

取

引

価

額

に

相

当

す

る

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

は

、

土

地

等

は

そ

の

土

地

等

の

取

得

価

額

に

地

価

変

動

率

を

乗

じ

た

金

額

、

家

屋

等

は

そ

の

家

屋

等

の

取

得

価

額

か

ら

そ

の

家

屋

等

の

取

得

等

の

時

か

ら

課

税

時

期

ま

で

の

期

間

の

償

却

費

の

額

の

合

計

額

ま

た

は

減

価

の

額

を

控

除

し

た

金

額

の

１

０

０

分

の

�

に

相

当

す

る

金

額

で

評

価

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

て

い

る

。

地

価

変

動

率

の

説

明

や

算

式

等

も

通

達

案

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

相

続

等

に

よ

り

取

得

さ

れ

た

場

合

に

お

け

る

貸

付

用

不

動

産

も

含

む

。

課

税

上

弊

害

が

な

い

限

り

、

貸

付

用

不

動

産

に

係

る

土

地

等

ま

た

は

家

屋

等

が

８

年

中

を

予

定

す

る

通

達

制

定

日

ま

で

に

、

同

日

前

５

年

以

内

に

取

得

さ

れ

た

土

地

等

以

外

の

も

の

お

よ

び

同

日

前

５

年

以

内

に

相

続

等

に

よ

り

取

得

さ

れ

た

土

地

等

に

新

築

さ

れ

た

家

屋

等

（

同

日

に

お

い

て

建

築

中

の

も

の

を

含

む

）

と

い

っ

た

所

定

の

ケ

ー

ス

に

該

当

す

る

場

合

は

対

象

か

ら

除

か

れ

る

。

こ

の

ほ

か

、

財

産

評

価

基

本

通

達

１

８

５

（

純

資

産

価

額

）

に

定

め

る

評

価

を

す

る

場

合

に

は

、

本

項

の

適

用

は

な

い

こ

と

も

示

さ

れ

て

い

る

。

　

ま

た

、

②

で

は

不

動

産

特

定

共

同

事

業

等

に

よ

り

小

口

化

さ

れ

た

「

特

定

小

口

化

商

品

」

の

目

的

と

な

っ

て

い

る

貸

付

用

不

動

産

の

価

額

は

、

課

税

時

期

に

お

け

る

通

常

の

取

引

価

額

に

相

当

す

る

金

額

に

よ

っ

て

評

価

す

る

と

し

て

い

る

。

た

だ

、

特

定

小

口

化

商

品

の

元

本

等

相

当

額

が

適

正

な

価

格

情

報

に

基

づ

く

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

は

、

精

通

者

意

見

価

格

、

売

買

実

例

価

額

等

を

参

酌

し

て

評

価

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

、

そ

の

場

合

は

特

定

小

口

化

商

品

の

元

本

等

相

当

額

の

１

０

０

分

の

�

に

相

当

す

る

金

額

や

精

通

者

意

見

価

格

な

ど

で

評

価

す

る

こ

と

が

認

め

ら

れ

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ � ５

第３７１６号
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�

月

か

ら

ビ

ー

ル

系

飲

料

の

税

率

が

統

一

さ

れ

た

。

ビ

ー

ル

は

下

が

り

、

い

わ

ゆ

る

発

泡

酒

や

新

ジ

ャ

ン

ル

と

呼

ば

れ

る

も

の

は

上

が

っ

た

。

税

率

が

変

わ

ら

な

い

の

で

あ

れ

ば

、

発

泡

酒

や

新

ジ

ャ

ン

ル

は

存

在

意

義

を

見

い

出

し

に

く

く

な

る

。

メ

ー

カ

ー

各

社

は

多

く

の

商

品

を

ビ

ー

ル

へ

と

リ

ニ

ュ

ー

ア

ル

し

た

★

平

成

６

年

に

サ

ン

ト

リ

ー

が

「

ホ

ッ

プ

ス

」

を

発

売

し

、

低

税

率

の

発

泡

酒

と

い

う

ジ

ャ

ン

ル

が

確

立

さ

れ

た

。

そ

れ

か

ら

�

年

以

上

。

当

局

と

メ

ー

カ

ー

と

の

「

い

た

ち

ご

っ

こ

」

の

歴

史

も

幕

を

閉

じ

る

★

現

在

、

国

税

庁

が

設

置

し

た

有

識

者

会

議

が

非

上

場

株

式

の

評

価

の

見

直

し

を

検

討

し

て

い

る

。

同

庁

は

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

の

横

行

等

を

理

由

に

会

社

の

規

模

別

区

分

を

廃

止

し

、

幅

広

い

会

社

を

共

通

の

方

式

で

評

価

し

た

い

考

え

を

示

し

て

い

る

。

ビ

ー

ル

系

飲

料

の

税

率

も

非

上

場

株

式

の

評

価

も

、

根

底

に

あ

る

問

題

は

変

わ

ら

な

い

よ

う

に

思

う

。

（

Ｚ

）

残余利益方式の加算期間を５年、

還元率８％とした場合の評価水準

現行の申告評価額以下となる会社の割合（％）

区分

現行

評価額

残余利益方式（還元率８％）

しんしゃく率

１．０ ０．９ ０．８ ０．７

評

価

額

全体 ― �．１％ �．２％ �．６％ �．３％

大会社 ― �．４％ �．１％ �．２％ �．１％

中会社 ― �．５％ �．５％ �．２％ �．９％

小会社 ― �．７％ �．６％ �．９％ �．４％

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

に

開

催

し

た

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

（

座

長

＝

佐

藤

英

明

慶

応

大

学

大

学

院

教

授

）

の

第

６

回

会

合

で

同

庁

が

一

般

の

評

価

会

社

の

原

則

的

な

単

一

評

価

方

式

と

し

て

の

採

用

を

想

定

す

る

残

余

利

益

方

式

を

適

用

し

た

場

合

と

現

行

の

評

価

額

と

を

比

較

し

た

試

算

を

示

し

た

。

残

余

利

益

方

式

に

お

け

る

加

算

期

間

は

５

年

、

期

待

収

益

率

に

当

た

る

還

元

率

は

８

％

に

仮

定

し

た

上

で

、

評

価

の

安

全

性

等

に

配

慮

し

て

設

定

す

る

し

ん

し

ゃ

く

率

を

１

・

０

、

０

・

９

、

０

・

８

、

０

・

７

と

し

て

比

較

。

そ

の

結

果

、

し

ん

し

ゃ

く

率

が

０

・

８

だ

と

全

体

の

�

・

６

％

で

、

０

・

７

だ

と

同

�

・

３

％

で

現

行

の

申

告

評

価

額

以

下

と

な

っ

た

。

逆

に

い

え

ば

、

そ

の

割

合

以

外

は

申

告

評

価

額

が

上

が

る

こ

と

に

な

る

。

　

地

方

税

共

同

機

構

は

９

月

�

日

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

更

改

と

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

リ

ニ

ュ

ー

ア

ル

を

行

っ

た

。

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

う

主

な

変

更

点

が

公

表

さ

れ

て

お

り

、

①

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

が

�

時

間

３

６

５

日

、

い

つ

で

も

利

用

可

能

（

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

時

間

を

除

く

）

、

②

個

人

住

民

税

（

特

別

徴

収

）

に

関

す

る

手

続

き

が

Ｗ

Ｅ

Ｂ

完

結

、

③

Ｇ

ビ

ズ

Ｉ

Ｄ

で

の

ロ

グ

イ

ン

が

可

能

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

注

意

事

項

と

し

て

、

将

来

的

に

す

べ

て

の

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

に

お

け

る

手

続

き

を

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

に

一

本

化

す

る

こ

と

を

見

据

え

、

今

回

の

シ

ス

テ

ム

更

改

に

伴

い

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｄ

Ｌ

版

）

か

ら

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

に

機

能

を

集

約

し

た

と

し

て

お

り

、

こ

れ

ま

で

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｄ

Ｌ

版

）

で

利

用

し

て

い

た

一

部

機

能

（

納

税

や

代

理

行

為

の

一

部

な

ど

）

に

つ

い

て

、

シ

ス

テ

ム

更

改

後

は

、

Ｐ

Ｃ

ｄ

ｅ

ｓ

ｋ

（

Ｗ

Ｅ

Ｂ

版

）

か

ら

の

み

の

利

用

と

な

る

と

し

て

い

る

。

　

そ

の

ほ

か

に

、

機

能

改

善

等

の

一

覧

表

も

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

厚

生

労

働

省

等

か

ら

照

会

の

あ

っ

た

「

育

成

就

労

外

国

人

が

育

成

就

労

実

施

者

か

ら

支

払

を

受

け

る

給

与

の

課

税

関

係

に

つ

い

て

」

の

文

書

回

答

を

公

表

し

た

。

令

和

９

年

４

月

１

日

か

ら

、

外

国

人

の

育

成

就

労

の

適

正

な

実

施

及

び

育

成

就

労

外

国

人

の

保

護

に

関

す

る

法

律

（

育

成

就

労

法

）

に

基

づ

く

育

成

就

労

制

度

（

本

件

制

度

）

の

運

用

が

開

始

さ

れ

る

こ

と

に

伴

う

も

の

で

、

同

庁

で

は

、

照

会

の

事

実

が

前

提

な

ら

、

意

見

の

と

お

り

で

差

し

替

え

な

い

旨

回

答

し

て

い

る

。

　

本

件

制

度

に

よ

り

日

本

に

在

留

す

る

こ

と

と

な

る

外

国

人

（

育

成

就

労

外

国

人

）

は

、

受

入

れ

機

関

（

育

成

就

労

実

施

者

）

と

の

雇

用

契

約

に

基

づ

き

、

育

成

就

労

産

業

分

野

に

属

す

る

技

能

を

要

す

る

業

務

に

従

事

し

、

給

与

の

支

払

を

受

け

る

こ

と

に

な

る

。

　

所

得

税

法

上

、

居

住

者

が

雇

用

契

約

に

基

づ

き

給

与

の

支

払

を

受

け

る

場

合

、

そ

の

給

与

の

収

入

金

額

に

つ

い

て

は

給

与

所

得

と

し

て

課

税

対

象

と

な

る

一

方

、

わ

が

国

が

締

結

し

た

所

得

に

対

す

る

租

税

に

関

す

る

二

重

課

税

の

回

避

ま

た

は

脱

税

の

防

止

の

た

め

の

条

約

（

租

税

条

約

）

の

中

に

は

、

個

人

が

「

専

ら

…

訓

練

を

受

け

る

」

者

に

該

当

す

る

場

合

に

は

、

一

定

の

要

件

の

下

で

、

わ

が

国

で

支

払

わ

れ

る

給

与

に

係

る

所

得

税

を

免

除

す

る

規

定

を

有

し

て

い

る

も

の

が

あ

る

。

　

本

件

制

度

は

特

定

技

能

１

号

水

準

の

技

術

を

有

す

る

人

材

を

育

成

す

る

と

と

も

に

当

該

分

野

に

お

け

る

人

材

確

保

を

目

的

と

し

て

お

り

、

帰

国

を

前

提

と

す

る

要

件

等

を

撤

廃

す

る

な

ど

、

技

能

実

習

制

度

と

本

件

制

度

と

で

は

制

度

の

あ

り

方

が

異

な

っ

て

い

る

。

　

そ

こ

で

同

省

等

は

、

育

成

就

労

外

国

人

は

、

人

手

不

足

分

野

に

お

け

る

人

材

確

保

を

も

目

的

と

し

た

本

件

制

度

に

よ

り

わ

が

国

に

在

留

す

る

者

で

あ

り

、

育

成

就

労

実

施

者

と

の

雇

用

契

約

に

基

づ

き

、

育

成

就

労

産

業

分

野

に

属

す

る

幅

広

い

技

能

を

要

す

る

業

務

に

従

事

し

、

そ

の

対

価

と

し

て

給

与

の

支

払

を

受

け

る

こ

と

が

予

定

さ

れ

て

い

る

た

め

、

原

則

と

し

て

、

租

税

条

約

で

定

め

る

「

専

ら

…

訓

練

を

受

け

る

」

者

に

該

当

せ

ず

、

育

成

就

労

実

施

者

か

ら

支

払

を

受

け

る

給

与

の

収

入

金

額

に

つ

い

て

は

、

給

与

所

得

と

し

て

、

所

得

税

の

課

税

対

象

及

び

源

泉

徴

収

の

対

象

に

な

る

も

の

と

考

え

ら

れ

る

と

し

て

事

前

照

会

し

て

い

た

。

　

残

余

利

益

方

式

で

は

、

直

前

期

末

の

簿

価

純

資

産

に

将

来

数

年

分

の

予

測

利

益

を

加

算

し

、

し

ん

し

ゃ

く

率

を

乗

じ

て

評

価

額

を

算

出

す

る

。

予

測

利

益

を

加

算

す

る

将

来

数

年

分

に

つ

い

て

は

５

年

程

度

が

提

案

さ

れ

て

お

り

、

還

元

率

や

し

ん

し

ゃ

く

率

は

次

回

の

会

合

で

議

論

す

る

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

が

示

し

た

試

算

の

内

容

は

表

の

と

お

り

。

令

和

２

年

分

か

ら

５

年

分

の

相

続

税

お

よ

び

贈

与

税

の

申

告

の

う

ち

、

取

得

し

た

財

産

に

取

引

相

場

の

な

い

株

式

が

あ

る

申

告

の

中

か

ら

無

作

為

に

抽

出

し

た

評

価

会

社

の

う

ち

、

類

似

業

種

比

準

価

額

お

よ

び

純

資

産

価

額

の

両

方

を

算

出

し

て

い

る

評

価

会

社

（

対

象

１

３

７

８

社

）

に

つ

い

て

調

べ

た

。

算

定

に

当

た

り

、

予

測

利

益

の

加

算

期

間

は

５

年

、

還

元

率

は

８

％

と

仮

定

し

た

。

　

全

体

で

み

る

と

、

し

ん

し

ゃ

く

率

０

・

８

～

０

・

７

の

間

に

、

半

数

の

会

社

で

評

価

額

が

上

が

り

、

半

数

の

会

社

で

評

価

額

が

下

が

る

ポ

イ

ン

ト

が

存

在

す

る

こ

と

に

な

る

。

納

税

者

に

と

っ

て

最

も

有

利

な

０

・

７

を

用

い

た

場

合

、

小

会

社

は

８

割

弱

で

評

価

額

が

下

が

る

が

、

中

会

社

は

評

価

額

の

上

昇

、

下

落

が

ほ

ぼ

同

数

、

大

会

社

で

は

７

割

以

上

で

評

価

額

が

上

が

る

こ

と

に

な

る

。

こ

の

よ

う

な

バ

ラ

つ

き

が

出

る

の

は

、

個

社

の

資

産

や

収

益

状

況

に

よ

る

。

　

な

お

、

同

日

の

有

識

者

会

議

で

、

日

本

商

工

会

議

所

の

委

員

か

ら

意

見

書

が

出

さ

れ

、

こ

の

中

で

し

ん

し

ゃ

く

率

０

・

７

を

用

い

て

も

な

お

、

大

会

社

の

約

７

割

、

全

体

で

も

４

割

超

の

企

業

が

、

現

行

方

式

よ

り

評

価

額

が

上

昇

す

る

結

果

と

な

り

、

相

当

数

の

企

業

に

と

っ

て

明

確

な

増

税

と

な

る

こ

と

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

な

ど

と

指

摘

。

そ

の

上

で

、

日

商

の

試

算

で

は

、

個

社

に

よ

っ

て

は

評

価

額

の

上

昇

幅

は

２

～

５

倍

に

な

る

な

ど

と

し

、

中

小

企

業

の

実

態

に

見

合

っ

た

評

価

や

税

負

担

に

関

す

る

議

論

が

な

い

ま

ま

、

評

価

体

系

全

体

を

見

直

す

こ

と

に

反

対

を

表

明

し

た

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

経

済

産

業

省

と

中

小

企

業

庁

は

９

月

�

日

、

同

日

に

「

飲

食

料

品

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

及

び

就

労

者

負

担

軽

減

支

援

金

の

導

入

に

関

す

る

大

綱

」

が

閣

議

決

定

さ

れ

た

こ

と

受

け

て

、

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

に

伴

う

レ

ジ

シ

ス

テ

ム

の

改

修

支

援

策

を

公

表

し

た

。

一

定

の

要

件

を

満

た

す

中

堅

企

業

（

中

小

企

業

を

除

く

）

向

け

と

中

小

企

業

向

け

の

支

援

策

を

そ

れ

ぞ

れ

措

置

す

る

。

対

象

期

間

は

い

ず

れ

も

今

年

９

月

�

日

か

ら

来

年

３

月

（

調

整

中

）

、

申

請

受

付

期

間

は

来

年

１

月

か

ら

同

３

月

（

調

整

中

）

と

し

て

い

る

。

　

９

月

�

日

に

開

催

さ

れ

た

厚

生

労

働

省

の

社

会

保

障

審

議

会

年

金

事

業

管

理

部

会

に

お

い

て

、

い

わ

ゆ

る

社

会

保

険

料

削

減

ビ

ジ

ネ

ス

を

行

っ

て

い

る

と

疑

わ

れ

る

事

業

所

に

対

す

る

事

業

所

調

査

の

状

況

（

令

和

８

年

８

月

�

日

時

点

）

が

報

告

さ

れ

た

。

そ

れ

に

よ

る

と

、

調

査

を

実

施

し

た

事

業

所

数

は

�

社

で

、

そ

の

う

ち

、

指

導

に

よ

り

対

象

者

全

員

の

被

保

険

者

資

格

喪

失

届

を

提

出

し

た

事

業

所

が

�

社

（

そ

の

他

は

調

査

継

続

中

）

、

指

導

に

よ

り

被

保

険

者

資

格

を

喪

失

し

た

人

は

１

万

１

６

１

０

人

と

な

っ

て

い

る

。

ま

た

、

調

査

の

過

程

で

、

こ

れ

ま

で

把

握

し

て

い

な

か

っ

た

手

法

を

用

い

て

い

る

事

案

な

ど

が

確

認

さ

れ

た

と

し

て

お

り

、

厚

労

省

は

同

日

、

日

本

年

金

機

構

等

に

対

し

て

、

こ

う

し

た

事

案

に

つ

い

て

も

使

用

関

係

の

実

態

の

な

い

社

会

保

険

の

適

用

は

認

め

ら

れ

な

い

旨

の

通

知

を

出

し

た

。

　

本

来

国

民

健

康

保

険

・

国

民

年

金

（

国

保

等

）

が

適

用

さ

れ

る

べ

き

個

人

事

業

主

等

を

対

象

に

、

会

費

を

徴

収

し

た

上

で

法

人

の

役

員

に

加

入

さ

せ

、

使

用

関

係

の

実

態

の

な

い

ま

ま

社

会

保

険

を

適

用

さ

せ

る

サ

ー

ビ

ス

（

社

会

保

険

料

削

減

ビ

ジ

ネ

ス

）

を

行

っ

て

い

る

事

業

者

が

存

在

す

る

と

し

て

、

８

年

３

月

�

日

付

け

で

、

厚

労

省

か

ら

日

本

年

金

機

構

等

に

対

し

て

、

社

会

保

険

料

削

減

ビ

ジ

ネ

ス

の

よ

う

な

形

態

で

の

社

会

保

険

の

適

用

は

認

め

ら

れ

な

い

旨

の

通

知

が

出

さ

れ

て

い

る

。

　

そ

し

て

、

そ

れ

ら

の

事

業

所

に

対

し

て

調

査

が

実

施

さ

れ

て

お

り

、

今

回

の

報

告

と

新

た

な

通

知

の

発

出

と

な

っ

た

。

　

調

査

で

新

た

に

把

握

さ

れ

た

手

法

は

、

個

人

事

業

主

等

を

勤

務

時

間

が

極

端

に

短

い

正

規

型

の

労

働

者

（

勤

務

時

間

が

短

い

正

規

型

労

働

者

）

と

し

て

雇

用

し

、

社

会

保

険

を

適

用

さ

せ

、

当

該

個

人

事

業

主

等

か

ら

会

費

等

と

称

し

て

報

酬

を

上

回

る

額

を

支

払

わ

せ

て

い

る

ケ

ー

ス

な

ど

。

　

新

た

に

発

出

さ

れ

た

「

勤

務

時

間

が

短

い

正

規

型

の

労

働

者

と

し

て

事

業

所

に

使

用

さ

れ

て

い

る

個

人

事

業

主

等

に

係

る

被

保

険

者

資

格

の

取

扱

い

に

つ

い

て

」

で

は

、

個

人

事

業

主

等

を

勤

務

時

間

が

短

い

正

規

型

労

働

者

と

し

て

雇

用

し

、

報

酬

が

業

務

の

対

価

と

し

て

経

常

的

な

支

払

い

と

は

認

め

ら

れ

な

い

場

合

な

ど

、

一

定

の

事

項

に

該

当

す

る

場

合

、

不

適

切

に

国

保

等

の

適

用

を

免

れ

、

通

常

よ

り

も

低

い

保

険

料

で

健

康

保

険

等

の

被

保

険

者

資

格

を

取

得

し

て

い

る

可

能

性

が

あ

り

、

そ

の

実

態

に

照

ら

し

て

事

業

所

と

常

用

的

使

用

関

係

に

あ

る

と

は

言

い

難

い

た

め

、

原

則

と

し

て

、

被

保

険

者

資

格

を

有

さ

な

い

も

の

と

し

て

取

り

扱

う

と

し

た

。

　

業

務

の

対

価

と

し

て

の

経

常

的

な

支

払

い

で

は

、

単

に

会

費

等

が

報

酬

と

同

額

ま

た

は

こ

れ

を

下

回

っ

て

い

る

場

合

で

も

、

事

業

所

と

の

間

に

常

用

的

使

用

関

係

が

あ

る

と

は

認

め

ら

れ

な

い

可

能

性

が

あ

る

た

め

、

会

費

等

と

報

酬

の

関

係

、

労

働

時

間

、

業

務

内

容

な

ど

、

そ

の

就

労

の

実

態

を

総

合

的

に

勘

案

し

、

個

別

具

体

的

に

丁

寧

に

判

断

す

る

な

ど

と

し

た

。

　

総

務

省

は

９

月

�

日

、

今

年

５

月

に

行

っ

た

ふ

る

さ

と

納

税

の

ポ

ー

タ

ル

サ

イ

ト

（

Ｐ

Ｓ

）

運

営

事

業

者

に

対

す

る

手

数

料

の

引

下

げ

要

請

へ

の

Ｐ

Ｓ

事

業

者

か

ら

の

回

答

を

公

表

し

た

。

　

�

社

か

ら

回

答

が

あ

り

、

基

本

手

数

料

を

下

げ

る

と

回

答

し

た

の

は

１

社

の

み

だ

っ

た

。

　

こ

う

し

た

結

果

に

つ

い

て

、

林

芳

正

総

務

相

（

当

時

）

は

９

月

�

日

の

閣

議

後

会

見

で

「

大

変

残

念

」

と

し

た

上

で

、

「

私

と

し

て

も

強

い

問

題

意

識

を

持

っ

て

お

り

、

寄

附

金

活

用

可

能

額

の

割

合

を

引

上

げ

る

た

め

に

も

今

後

、

ど

の

よ

う

な

対

応

を

取

る

べ

き

か

、

年

末

の

税

制

改

正

に

向

け

て

具

体

的

に

検

討

し

て

い

く

」

と

述

べ

た

。

　

こ

の

う

ち

、

中

小

企

業

向

け

の

支

援

策

は

「

デ

ジ

タ

ル

化

・

Ａ

Ｉ

導

入

補

助

金

」

を

活

用

し

、

従

来

型

の

レ

ジ

か

ら

ス

マ

ー

ト

レ

ジ

の

導

入

や

Ｐ

Ｏ

Ｓ

レ

ジ

等

の

改

修

に

よ

り

、

新

し

い

税

率

に

対

応

き

る

よ

う

支

援

を

行

う

。

そ

の

際

に

、

レ

ジ

の

改

修

等

が

税

率

引

下

げ

に

間

に

合

う

よ

う

に

、

事

業

者

が

９

月

�

日

以

降

、

事

前

に

補

助

対

象

と

な

る

レ

ジ

の

改

修

等

を

行

い

、

事

後

に

補

助

金

を

申

請

す

る

こ

と

が

で

き

る

事

前

着

手

制

度

を

措

置

す

る

。

　

中

小

企

業

向

け

は

補

助

上

限

が

３

５

０

万

円

、

補

助

率

は

４

分

の

３

、

小

規

模

事

業

者

向

け

は

補

助

上

限

が

３

５

０

万

円

、

補

助

率

は

５

分

の

４

と

な

っ

て

い

る

。

　

留

意

点

と

し

て

、

レ

ジ

の

改

修

等

は

あ

ら

か

じ

め

事

務

局

に

登

録

さ

れ

て

い

る

ス

マ

ー

ト

レ

ジ

・

Ｐ

Ｏ

Ｓ

レ

ジ

等

の

製

品

が

対

象

と

な

る

こ

と

や

、

申

請

要

件

を

満

た

し

て

い

る

限

り

、

交

付

対

象

と

な

る

が

、

改

修

費

や

役

務

費

は

複

数

見

積

等

が

必

要

と

な

る

場

合

が

あ

る

な

ど

と

し

て

お

り

、

詳

細

は

後

日

、

公

募

要

領

を

デ

ジ

タ

ル

化

・

Ａ

Ｉ

導

入

補

助

金

の

事

務

局

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

す

る

と

し

て

い

る

。

　

飲

食

料

品

を

取

り

扱

っ

て

い

る

小

売

業

者

で

あ

る

こ

と

、

常

時

使

用

す

る

従

業

員

の

数

が

２

０

０

０

人

以

下

で

あ

る

こ

と

な

ど

を

要

件

と

す

る

中

堅

企

業

向

け

の

支

援

策

（

補

助

上

限

は

２

５

０

０

万

円

、

補

助

率

３

分

の

１

）

に

つ

い

て

も

、

後

日

、

経

産

省

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

公

募

要

領

を

掲

載

す

る

と

し

て

い

る

。

　

こ

れ

ら

に

伴

い

、

政

府

は

９

月

�

日

、

レ

ジ

シ

ス

テ

ム

の

改

修

支

援

策

に

必

要

な

経

費

７

８

１

億

円

を

含

む

令

和

８

年

度

一

般

会

計

の

予

備

費

使

用

を

閣

議

決

定

し

た

。

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

令

和

７

年

分

民

間

給

与

実

態

統

計

調

査

結

果

を

公

表

し

た

。

　

１

年

を

通

じ

て

勤

務

し

た

給

与

所

得

者

の

平

均

給

与

は

、

イ

ン

フ

レ

や

大

企

業

の

好

業

績

を

背

景

と

し

た

賃

上

げ

に

よ

り

前

年

比

１

・

９

％

増

、

９

万

円

増

加

の

４

８

６

万

６

０

０

０

円

と

５

年

連

続

で

増

加

し

、

統

計

調

査

を

始

め

た

昭

和

�

年

以

降

、

過

去

最

高

額

だ

っ

た

。

し

か

し

、

総

務

省

が

１

月

に

公

表

し

た

７

年

平

均

の

消

費

者

物

価

指

数

（

Ｃ

Ｐ

Ｉ

）

の

前

年

比

は

、

総

合

Ｃ

Ｐ

Ｉ

が

３

・

２

％

の

上

昇

、

生

鮮

食

品

を

除

く

コ

ア

Ｃ

Ｐ

Ｉ

が

３

・

１

％

の

上

昇

と

な

っ

て

お

り

、

平

均

給

与

１

・

９

％

の

伸

び

率

か

ら

見

て

も

賃

金

が

物

価

高

に

追

い

付

い

て

い

な

い

状

況

と

言

え

る

。

　

平

均

給

与

の

伸

び

率

１

・

９

％

は

、

前

年

比

２

・

０

㌽

減

と

な

っ

て

お

り

、

こ

れ

は

平

均

賞

与

（

前

年

比

３

０

０

０

円

増

の

�

万

９

０

０

０

円

）

の

伸

び

が

鈍

化

し

た

こ

と

が

要

因

だ

。

　

平

均

給

与

の

男

女

別

は

、

男

性

は

同

１

・

７

％

増

の

５

９

６

万

７

０

０

０

円

、

女

性

は

同

２

・

６

％

増

の

３

４

１

万

８

０

０

０

円

と

い

ず

れ

も

過

去

最

高

。

　

ま

た

、

平

均

給

与

を

正

社

員

、

正

社

員

以

外

で

見

る

と

、

正

社

員

が

同

２

・

６

％

増

の

５

５

９

万

３

０

０

０

円

、

正

社

員

以

外

が

同

１

・

６

％

増

の

２

０

９

万

５

０

０

０

円

だ

っ

た

。

　

事

業

所

規

模

別

に

平

均

給

与

を

見

る

と

、

「

従

業

員

�

人

未

満

」

は

同

１

・

５

％

増

の

３

９

７

万

９

０

０

０

円

、

「

従

業

員

１

０

０

人

か

ら

４

９

９

人

」

は

同

０

・

１

％

増

の

４

７

６

万

円

、

「

従

業

員

５

０

０

０

人

以

上

」

は

同

１

・

５

％

増

の

５

５

７

万

５

０

０

０

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

業

種

別

で

、

平

均

給

与

が

最

も

高

い

の

は

「

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

」

で

同

２

・

６

％

増

の

８

５

４

万

４

０

０

０

円

、

次

い

で

「

金

融

業

、

保

険

業

」

が

同

３

・

３

％

増

の

７

２

５

万

６

０

０

０

円

、

「

情

報

通

信

業

」

が

同

３

・

４

％

増

の

６

８

１

万

９

０

０

０

円

だ

っ

た

。

他

方

、

最

も

低

い

の

は

「

宿

泊

業

、

飲

食

サ

ー

ビ

ス

業

」

で

同

１

・

３

％

減

の

２

７

５

万

８

０

０

０

円

だ

っ

た

。

　

１

年

を

通

じ

て

勤

務

し

た

給

与

所

得

者

５

１

６

３

万

人

（

同

０

・

５

％

増

）

の

う

ち

、

源

泉

徴

収

で

所

得

税

を

納

税

し

て

い

る

者

は

、

定

額

減

税

の

影

響

に

よ

り

減

少

し

た

前

年

と

比

べ

る

と

�

・

２

％

増

の

４

１

７

５

万

人

で

、

そ

の

割

合

は

同

７

・

８

㌽

増

の

�

・

９

％

と

増

加

。

ま

た

、

そ

の

税

額

も

同

�

・

０

％

増

の

�

兆

９

１

４

１

億

円

で

過

去

最

高

、

納

税

者

の

給

与

総

額

に

占

め

る

税

額

の

割

合

は

同

０

・

�

㌽

増

の

５

・

�

％

だ

っ

た

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

新

濱

百

合

子

（

�

）

北

海

道

根

室

市

。

北

海

道

青

色

申

告

会

連

合

会

女

性

部

副

部

長

。

根

室

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

連

合

会

女

性

部

部

長

。

　

鈴

木

　

卓

身

（

�

）

北

海

道

稚

内

市

。

北

海

道

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

稚

内

地

区

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

丹

野

　

　

司

（

�

）

札

幌

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

札

幌

南

間

税

会

会

長

。

　

石

黒

壽

佐

夫

（

�

）

秋

田

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

秋

田

南

法

人

会

会

長

。

　

源

新

　

和

彦

（

�

）

青

森

県

八

戸

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

八

戸

間

税

会

会

長

。

　

千

葉

　

政

行

（

�

）

福

島

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

福

島

法

人

会

会

長

。

　

鳥

海

　

一

房

（

�

）

秋

田

市

。

秋

田

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

秋

田

北

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

松

坂

　

卓

夫

（

�

）

仙

台

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

仙

台

中

法

人

会

会

長

。

　

石

田

　

順

一

（

�

）

栃

木

県

真

岡

市

。

関

東

信

越

間

税

会

連

合

会

理

事

。

真

岡

間

税

会

会

長

。

　

大

井

　

尚

敏

（

�

）

新

潟

県

長

岡

市

。

関

東

信

越

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

公

社

）

長

岡

法

人

会

会

長

。

　

大

畑

　

昌

之

（

�

）

埼

玉

県

秩

父

郡

。

埼

玉

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

秩

父

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

柿

沼

　

弘

子

（

�

）

埼

玉

県

川

越

市

。

埼

玉

県

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

川

越

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

兼

女

性

部

長

。

　

　

須

藤

　

幹

夫

（

�

）

水

戸

市

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

理

事

。

水

戸

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

高

舘

　

　

徹

（

�

）

新

潟

県

上

越

市

。

関

東

信

越

間

税

会

連

合

会

理

事

。

高

田

間

税

会

会

長

。

　

都

丸

　

正

樹

（

�

）

前

橋

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

総

務

委

員

。

（

一

社

）

前

橋

法

人

会

副

会

長

。

　

貫

井

　

和

子

（

�

）

埼

玉

県

蕨

市

。

埼

玉

県

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

副

会

長

。

西

川

口

税

務

署

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

林

　

　

裕

彦

（

�

）

長

野

県

岡

谷

市

。

関

東

信

越

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

一

社

）

諏

訪

法

人

会

会

長

。

　

罇

　

　

敏

朗

（

�

）

新

潟

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

常

任

理

事

。

新

潟

地

区

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

和

田

　

克

行

（

�

）

新

潟

県

燕

市

。

関

東

信

越

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

公

社

）

燕

西

蒲

法

人

会

会

長

。

　

赤

司

　

幸

勇

（

�

）

東

京

都

文

京

区

。

（

一

社

）

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

（

一

社

）

小

石

川

青

色

申

告

会

会

長

。

　

井

口

　

一

与

（

�

）

東

京

都

杉

並

区

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

荻

窪

間

税

会

名

誉

会

長

。

　

市

川

　

秀

平

（

�

）

東

京

都

品

川

区

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

常

任

理

事

。

（

一

社

）

品

川

青

色

申

告

会

会

長

。

　

浮

谷

　

直

之

（

�

）

千

葉

県

市

川

市

。

東

京

国

税

局

間

税

会

連

合

会

常

任

理

事

。

市

川

間

税

会

会

長

。

　

遠

藤

　

公

夫

（

�

）

山

梨

県

西

八

代

郡

。

山

梨

県

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

副

会

長

。

鰍

沢

税

務

署

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

大

川

　

吉

美

（

�

）

千

葉

県

市

川

市

。

（

一

社

）

千

葉

県

法

人

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

松

戸

法

人

会

会

長

。

　

大

河

内

總

一

郎

（

�

）

横

浜

市

。

（

一

社

）

神

奈

川

県

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

鶴

見

青

色

申

告

会

会

長

。

　

神

戸

　

洋

一

（

�

）

神

奈

川

県

小

田

原

市

。

（

一

社

）

神

奈

川

県

法

人

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

小

田

原

法

人

会

会

長

。

　

小

泉

　

克

雄

（

�

）

東

京

都

多

摩

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

日

野

間

税

会

会

長

。

　

小

宮

山

宜

克

（

�

）

東

京

都

大

田

区

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

大

森

間

税

会

会

長

。

　

長

島

　

祐

司

（

�

）

東

京

都

渋

谷

区

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

渋

谷

法

人

会

会

長

。

　

花

島

　

恭

一

（

�

）

千

葉

県

船

橋

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

常

任

理

事

。

（

公

社

）

千

葉

東

法

人

会

会

長

。

　

武

川

　

静

夫

（

�

）

山

梨

県

笛

吹

市

。

（

一

社

）

山

梨

県

法

人

会

連

合

会

副

会

長

。

山

梨

間

税

会

副

会

長

。

　

　

　

八

木

　

敏

晴

（

�

）

横

浜

市

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

理

事

。

（

一

社

）

横

浜

中

青

色

申

告

会

会

長

。

　

矢

崎

　

一

郎

（

�

）

東

京

都

練

馬

区

。

東

京

国

税

局

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

練

馬

東

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

屋

代

　

順

記

（

�

）

東

京

都

台

東

区

。

（

一

社

）

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

（

一

社

）

上

野

青

色

申

告

会

会

長

。

　

山

田

　

伸

一

（

�

）

東

京

都

世

田

谷

区

。

（

一

社

）

東

京

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

四

谷

法

人

会

会

長

。

　

山

本

栄

之

進

（

�

）

東

京

都

葛

飾

区

。

（

一

社

）

東

京

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

葛

飾

法

人

会

会

長

。

　

横

山

　

浩

之

（

�

）

東

京

都

練

馬

区

。

（

一

社

）

東

京

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

中

野

法

人

会

会

長

。

　

清

田

　

力

三

（

�

）

富

山

市

。

北

陸

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

富

山

法

人

会

副

会

長

。

　

高

松

　

次

郎

（

�

）

富

山

県

南

砺

市

。

北

陸

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

砺

波

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

石

橋

　

立

夫

（

�

）

浜

松

市

。

東

海

青

色

申

告

会

連

合

会

常

任

理

事

。

（

一

社

）

浜

松

東

青

色

申

告

会

会

長

。

　

内

山

　

博

行

（

�

）

名

古

屋

市

。

東

海

青

色

申

告

会

連

合

会

常

任

理

事

。

熱

田

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

会

長

。

　

岡

田

　

義

雄

（

�

）

愛

知

県

西

尾

市

。

愛

知

県

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

常

任

理

事

。

西

尾

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

北

村

　

昭

嗣

（

�

）

三

重

県

尾

鷲

市

。

東

海

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

紀

州

青

色

申

告

会

会

長

。

　

久

世

　

照

子

（

�

）

三

重

県

松

阪

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

女

性

部

委

員

。

松

阪

間

税

会

理

事

兼

女

性

部

長

。

　

佐

藤

　

貴

志

（

�

）

三

重

県

い

な

べ

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

常

任

理

事

。

（

公

社

）

桑

名

法

人

会

会

長

。

　

田

中

　

康

隆

（

�

）

静

岡

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

一

社

）

静

岡

法

人

会

副

会

長

。

　

平

木

　

大

三

（

�

）

三

重

県

伊

賀

市

。

東

海

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

伊

賀

青

色

申

告

会

会

長

。

　

前

嶋

　

隆

文

（

�

）

浜

松

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

浜

松

西

法

人

会

副

会

長

。

　

森

上

　

達

幸

（

�

）

静

岡

県

磐

田

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

常

任

理

事

。

（

公

社

）

磐

田

法

人

会

会

長

。

　

柳

原

　

幸

一

（

�

）

岐

阜

県

各

務

原

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

岐

阜

南

法

人

会

副

会

長

。

　

　

衣

笠

　

　

隆

（

�

）

兵

庫

県

姫

路

市

。

（

公

社

）

姫

路

納

税

協

会

副

会

長

。

姫

路

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

　

桒

内

　

義

和

（

�

）

大

阪

府

高

槻

市

。

（

公

社

）

茨

木

納

税

協

会

副

会

長

。

　

鶴

原

　

英

生

（

�

）

大

阪

府

池

田

市

。

近

畿

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

常

任

理

事

。

豊

能

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

中

嶋

　

芳

彦

（

�

）

大

阪

府

大

阪

狭

山

市

。

（

公

社

）

富

田

林

納

税

協

会

副

会

長

。

　

中

村

　

彰

男

（

�

）

滋

賀

県

長

浜

市

。

（

公

財

）

納

税

協

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

長

浜

納

税

協

会

会

長

。

　

　

浪

田

　

昌

治

（

�

）

大

阪

市

。

（

公

財

）

納

税

協

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

南

納

税

協

会

会

長

。

　

服

部

　

　

稔

（

�

）

奈

良

市

。

（

公

財

）

納

税

協

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

東

住

吉

納

税

協

会

会

長

。

　

浜

田

　

　

晋

（

�

）

大

阪

府

茨

木

市

。

（

公

社

）

西

納

税

協

会

会

長

。

　

藪

田

　

亘

康

（

�

）

兵

庫

県

明

石

市

。

（

公

財

）

納

税

協

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

明

石

納

税

協

会

会

長

。

　

山

中

　

昭

平

（

�

）

兵

庫

県

芦

屋

市

。

（

公

社

）

北

納

税

協

会

副

会

長

。

　

江

本

　

芳

史

（

�

）

広

島

市

。

広

島

国

税

局

間

税

会

連

合

会

常

任

理

事

。

広

島

東

間

税

会

副

会

長

。

　

柿

原

　

博

樹

（

�

）

広

島

県

福

山

市

。

中

国

地

方

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

福

山

法

人

会

会

長

。

　

塩

本

　

能

尚

（

�

）

広

島

市

。

中

国

地

方

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

広

島

南

法

人

会

会

長

。

　

高

藤

　

忠

之

（

�

）

広

島

県

東

広

島

市

。

広

島

県

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

副

会

長

。

西

条

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

永

岡

由

紀

夫

（

�

）

島

根

県

浜

田

市

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

理

事

。

浜

田

税

務

署

管

内

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

三

島

　

　

豊

（

�

）

広

島

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

広

島

西

法

人

会

会

長

。

　

岩

崎

　

正

朔

（

�

）

香

川

県

丸

亀

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

丸

亀

税

務

署

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

國

方

二

六

士

（

�

）

香

川

県

さ

ぬ

き

市

。

四

国

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

元

大

川

青

色

申

告

会

会

長

。

　

國

時

　

忠

能

（

�

）

香

川

県

坂

出

市

。

（

一

社

）

香

川

県

法

人

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

坂

出

法

人

会

会

長

。

　

吉

村

　

保

利

（

�

）

高

知

市

。

四

国

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

高

知

法

人

会

副

会

長

。

　

　

上

田

　

大

作

（

�

）

福

岡

県

豊

前

市

。

九

州

北

部

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

行

橋

法

人

会

会

長

。

　

　

福

岡

　

　

桂

（

�

）

佐

賀

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

佐

賀

間

税

会

会

長

。

　

山

下

　

哲

郎

（

�

）

福

岡

市

。

九

州

北

部

法

人

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

福

岡

中

部

法

人

会

副

会

長

。

　

今

別

府

英

樹

（

�

）

鹿

児

島

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

鹿

児

島

法

人

会

会

長

。

　

末

松

　

輝

章

（

�

）

大

分

県

宇

佐

市

。

大

分

県

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

監

事

。

宇

佐

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

延

岡

　

研

一

（

�

）

熊

本

県

人

吉

市

。

南

九

州

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

公

社

）

人

吉

球

磨

法

人

会

会

長

。

　

本

田

　

　

洋

（

�

）

鹿

児

島

市

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

副

会

長

。

（

一

社

）

鹿

児

島

青

色

申

告

会

副

会

長

。

　

　

我

如

古

英

一

（

�

）

沖

縄

市

。

沖

縄

県

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

（

一

社

）

沖

縄

中

部

青

色

申

告

会

副

会

長

。

【

租

税

教

育

の

推

進

を

通

じ

て

納

税

道

義

の

高

揚

に

功

績

の

あ

っ

た

人

】

　

池

田

　

敏

之

（

�

）

長

野

県

上

高

井

郡

。

　

　

名

倉

　

明

彦

（

�

）

東

京

都

練

馬

区

。

　

今

　

　

智

也

（

�

）

神

戸

市

。

【

税

務

広

報

の

活

動

を

通

じ

て

納

税

道

義

の

高

揚

に

功

績

の

あ

っ

た

人

】

　

本

橋

　

麻

里

（

�

）

北

海

道

北

見

市

。

　

佐

藤

な

お

み

　

茨

城

県

。

　

高

原

　

茂

仁

（

�

）

富

山

市

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　昨年�月から今年３月まで�回にわたり連載した本シリーズ

（第１章）に引き続き、本号からその続編（第２章）をお届け

します。

　所得税法第�条第１項及び第２項は、いずれも「別段の定め

があるものを除き」と規定し、不動産所得、事業所得、山林所

得及び雑所得の必要経費の取扱いについて、同条に優先して適

用される条項が他にあることを示しています。別段の定めには、

家事関連費等の必要経費不算入（所法�）などこれらの所得共

通の取扱いがある一方で、その所得固有の取扱いや青色申告の

承認を受けたことによる特例的な取扱いが各々規定されていま

す（第４回参照）。そして、それらの条項を通読してみると、

「事業」と「業務」という用語がそれぞれ使い分けて用いられ

ていることに気がつくことでしょう。

　例えば、建物が滅失等した場合において、所得税法第�条第

１項は「不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業の

用に供される固定資産その他これに準ずる資産」に係る損失の

金額を必要経費に算入する旨規定しています。他方、同条第４

項は「不動産所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供され

又はこれらの所得の基因となる資産」に係る損失について、こ

れらの所得の金額を限度として必要経費に算入する旨規定して

います。つまり、滅失等した資産が、事業用であるか業務用で

あるかにより、必要経費に算入する損失の金額の取扱いが異な

るということです。同法第�条第１項に規定する貸倒引当金に

あっては、「不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事

業を営む」と規定していることから、「事業」に限った取扱い

であるということが分かります。

　「事業」と「業務」を使い分けた規定は、「別段の定め」だ

けに見受けられるものではありません。売上原価を計算するの

に必要な棚卸資産については、「事業所得を生ずべき事業に係

る商品」などとされ（所法２①十六、所令３）、その評価方法の

選定等が事業所得に限定されています（所法�、所令�～１０４）。

それに対し、「雑所得を生ずべき業務」に係る商品などは棚卸

資産に準ずる資産（所令３、�一）とされるものの、事業では

ないので評価方法の選定等の規定は直接適用できません。

　また、償却費の基礎となる繰延資産は、「不動産所得、事業

所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務」に関する費用でそ

の効果が支出の日以後１年以上に及ぶものとされるところ（所

法２①二十）、その範疇である開業費については、「不動産所

得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を開始するまでの間

に開業準備のために特別に支出する費用をいう」（所令７①一）

と規定しています。つまり、開業準備中に生じた費用（開業費）

は、事業に基因していなければ償却費として必要経費に算入す

ることができないということになります。

　

会

計

検

査

院

の

令

和

６

年

報

告

で

は

、

類

似

業

種

比

準

方

式

及

び

配

当

還

元

方

式

に

お

け

る

そ

れ

ぞ

れ

の

評

価

額

が

著

し

く

低

評

価

に

な

っ

て

い

る

旨

の

指

摘

は

あ

る

が

、

純

資

産

価

額

方

式

に

つ

い

て

は

何

ら

触

れ

ら

れ

て

い

な

い

。

そ

の

こ

と

は

、

純

資

産

価

額

方

式

に

は

問

題

が

な

い

よ

う

で

あ

る

が

、

そ

う

で

は

な

い

は

ず

で

あ

る

。

　

す

な

わ

ち

、

純

資

産

価

額

方

式

は

、

原

則

と

し

て

、

課

税

時

期

に

お

け

る

各

資

産

を

こ

の

通

達

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

評

価

し

た

価

額

の

合

計

額

か

ら

課

税

時

期

に

お

け

る

各

負

債

の

金

額

の

合

計

額

及

び

評

価

差

額

に

対

す

る

法

人

税

額

等

相

当

額

を

控

除

し

た

金

額

を

課

税

時

期

に

お

け

る

発

行

済

株

式

数

で

除

し

て

計

算

し

た

金

額

に

よ

っ

て

評

価

す

る

方

法

で

あ

る

（

評

価

通

達

１

８

５

）

。

こ

の

場

合

、

次

の

よ

う

な

問

題

が

あ

り

、

そ

れ

ぞ

れ

次

の

よ

う

に

改

善

す

べ

き

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

　

○

　

ま

ず

、

「

各

資

産

を

こ

の

通

達

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

評

価

し

た

価

額

」

に

つ

い

て

は

、

各

資

産

の

評

価

が

平

等

に

評

価

さ

れ

て

い

な

い

場

合

が

あ

る

。

例

え

ば

、

市

街

化

宅

地

に

つ

い

て

は

、

路

線

価

方

式

に

よ

っ

て

評

価

さ

れ

、

路

線

価

は

、

売

買

実

例

価

額

、

地

価

公

示

価

額

、

不

動

産

鑑

定

士

等

に

よ

る

鑑

定

評

価

額

、

精

通

者

意

見

価

格

等

を

基

に

し

て

評

定

し

た

価

額

の

８

割

相

当

額

と

さ

れ

て

い

る

（

評

価

通

達

�

等

）

。

　

他

方

、

船

舶

の

評

価

に

つ

い

て

は

、

原

則

と

し

て

、

同

じ

よ

う

に

、

売

買

実

例

価

額

、

精

通

者

意

見

価

額

等

を

参

酌

し

て

評

価

す

る

こ

と

に

な

っ

て

い

る

が

、

路

線

価

の

よ

う

に

「

８

割

評

価

」

と

い

う

評

価

の

安

全

性

に

配

慮

さ

れ

て

い

な

い

。

こ

の

場

合

、

「

８

割

評

価

」

に

つ

い

て

は

、

公

示

価

格

水

準

で

評

価

す

れ

ば

、

当

該

宅

地

の

譲

渡

価

額

の

２

～

３

割

が

当

該

路

線

価

を

下

回

る

と

い

う

デ

ー

タ

に

基

づ

き

評

価

の

安

全

性

に

配

慮

し

た

も

の

で

あ

る

（

「

傍

流

の

正

論

」

１

６

７

頁

参

照

）

が

、

船

舶

の

評

価

に

つ

い

て

は

そ

の

よ

う

な

安

全

性

が

配

慮

さ

れ

て

い

な

い

。

そ

の

た

め

、

多

量

な

船

舶

を

所

有

し

て

い

る

会

社

の

株

式

の

実

際

の

譲

渡

価

額

が

当

該

株

式

の

評

価

通

達

上

の

評

価

額

を

相

当

下

回

っ

た

事

例

に

つ

い

て

、

争

訟

事

件

が

生

じ

て

い

る

。

　

○

　

評

価

通

達

１

８

５

は

、

課

税

時

期

に

お

け

る

各

負

債

の

金

額

の

合

計

額

を

控

除

す

る

こ

と

に

し

て

い

る

が

、

貸

倒

引

当

金

、

退

職

給

与

引

当

金

等

の

引

当

金

は

控

除

し

な

い

こ

と

に

し

て

い

る

（

評

価

通

達

１

８

６

）

。

し

か

も

、

最

後

ま

で

控

除

が

認

め

ら

れ

て

い

た

退

職

給

与

引

当

金

も

、

法

人

税

法

が

廃

止

し

た

平

成

�

年

に

評

価

通

達

も

そ

れ

に

合

わ

せ

て

そ

の

控

除

を

認

め

な

い

こ

と

に

し

た

。

こ

れ

な

ど

は

、

法

人

税

法

が

政

策

上

退

職

給

与

引

当

金

を

廃

止

し

た

た

め

、

当

該

法

人

の

企

業

の

財

産

価

値

は

低

下

す

る

こ

と

に

な

る

の

に

、

そ

の

評

価

額

を

引

き

上

げ

る

と

い

う

、

評

価

論

か

ら

は

全

く

理

に

合

わ

な

い

措

置

が

と

ら

れ

た

こ

と

に

な

る

。

　

○

　

現

行

の

取

扱

い

で

認

め

ら

れ

て

い

る

法

人

税

額

等

相

当

額

の

控

除

は

、

株

主

が

会

社

を

通

じ

て

会

社

所

有

の

資

産

を

間

接

的

に

所

有

し

て

い

る

こ

と

の

評

価

上

の

斟

酌

で

あ

る

と

説

明

さ

れ

て

い

る

。

そ

う

で

あ

れ

ば

、

評

価

差

額

が

な

い

場

合

（

少

な

い

場

合

）

に

も

、

借

地

権

の

な

い

貸

宅

地

の

例

に

な

ら

っ

て

２

割

評

価

減

の

選

択

を

認

め

る

べ

き

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

　

○

　

こ

の

法

人

税

額

等

相

当

額

の

控

除

は

、

現

物

出

資

等

に

よ

っ

て

生

じ

た

評

価

差

額

に

は

適

用

さ

れ

な

い

こ

と

に

な

っ

て

い

る

（

評

価

通

達

１

８

６

―

�

）

。

こ

の

よ

う

な

措

置

は

、

い

わ

ゆ

る

Ａ

社

・

Ｂ

社

方

式

（

「

傍

流

の

正

論

」

１

６

３

頁

参

照

）

を

封

じ

る

た

め

に

設

け

ら

れ

た

も

の

で

あ

る

が

、

現

物

出

資

等

の

後

、

無

期

限

に

適

用

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

て

い

る

。

し

か

し

、

こ

の

よ

う

な

人

工

的

評

価

差

額

を

永

久

的

に

管

理

す

る

の

は

、

帳

簿

の

保

存

義

務

に

照

ら

し

て

も

無

理

な

こ

と

で

あ

る

。

さ

す

れ

ば

、

令

和

８

年

度

税

制

改

正

大

綱

で

提

言

さ

れ

た

「

貸

付

用

不

動

産

の

評

価

の

適

正

化

」

の

例

に

な

ら

い

、

現

物

出

資

等

か

ら

５

年

の

期

間

制

限

を

設

け

る

べ

き

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

　

以

上

の

よ

う

に

、

会

計

検

査

院

は

、

そ

の

不

備

を

指

摘

し

な

か

っ

た

純

資

産

価

額

方

式

に

も

、

多

く

の

問

題

を

有

し

て

い

る

の

で

あ

る

。

こ

の

よ

う

な

問

題

点

に

つ

い

て

は

、

筆

者

も

か

ね

て

か

ら

指

摘

し

て

き

た

と

こ

ろ

で

あ

る

が

、

会

計

検

査

院

の

よ

う

な

神

通

力

が

な

い

た

め

ご

当

局

に

は

届

か

な

い

よ

う

で

あ

る

。

　

と

も

あ

れ

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

方

法

の

中

で

は

、

純

資

産

価

額

方

式

が

当

該

株

式

の

価

値

を

具

現

す

る

最

も

優

れ

た

方

式

で

あ

る

と

も

言

わ

れ

て

い

る

。

さ

す

れ

ば

、

純

資

産

価

額

方

式

に

つ

い

て

も

、

そ

の

内

容

を

常

に

検

討

し

、

よ

り

よ

い

評

価

方

法

に

し

て

い

た

だ

き

た

い

も

の

で

あ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

「

相

続

」

そ

の

も

の

の

捉

え

方

か

ら

、

相

続

税

・

贈

与

税

に

関

し

て

の

基

礎

知

識

・

実

務

処

理

の

仕

方

ま

で

を

平

易

に

解

説

。

相

続

税

法

に

は

「

相

続

」

「

遺

贈

」

「

相

続

の

開

始

」

に

関

し

て

の

規

定

が

な

く

、

こ

の

た

め

に

必

須

な

民

法

や

家

事

事

件

手

続

法

に

関

し

て

も

詳

解

。

　

設

例

や

各

種

申

告

書

、

明

細

書

の

記

載

例

を

充

実

さ

せ

た

実

務

と

申

告

に

便

利

な

必

備

書

。

　

質

疑

応

答

に

は

、

「

配

偶

者

が

遺

産

の

分

割

前

に

死

亡

し

て

い

る

場

合

の

配

偶

者

の

税

額

軽

減

」

「

修

正

申

告

に

つ

い

て

納

税

猶

予

が

適

用

さ

れ

る

場

合

」

「

売

買

目

的

で

保

有

す

る

有

価

証

券

の

評

価

」

「

株

式

の

割

当

て

を

受

け

る

権

利

等

が

発

生

し

て

い

る

場

合

の

価

額

修

正

の

要

否

」

「

被

災

し

た

構

築

物

の

評

価

」

「

類

似

業

種

比

準

価

額

の

計

算

に

お

け

る

見

積

利

益

金

額

の

具

体

的

な

計

算

方

法

」

な

ど

を

盛

り

込

む

。

　

教

育

資

金

の

一

括

贈

与

に

係

る

非

課

税

措

置

の

見

直

し

や

事

業

承

継

税

制

に

係

る

計

画

提

出

期

限

の

延

長

な

ど

、

令

和

８

年

度

の

税

制

改

正

事

項

を

織

り

込

み

改

訂

。

　

本

書

の

内

容

を

検

索

し

な

が

ら

閲

覧

で

き

る

購

入

者

限

定

の

ｗ

ｅ

ｂ

閲

覧

サ

ー

ビ

ス

付

（

令

和

９

年

６

月

�

日

ま

で

利

用

可

能

）

。

　

Ｂ

５

判

、

１

１

６

８

ペ

ー

ジ

。

定

価

５

２

８

０

円

（

税

込

み

）

。

　

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

野

球

部

ト

レ

ー

ナ

ー

業

務

は

、

事

業

所

得

で

は

な

く

雑

所

得

に

該

当

し

、

給

与

所

得

と

の

損

益

通

算

は

で

き

な

い

と

し

た

事

例

。

　

給

与

所

得

が

あ

る

審

査

請

求

人

が

、

野

球

部

の

ト

レ

ー

ナ

ー

業

務

に

係

る

事

業

所

得

の

金

額

の

計

算

上

生

じ

た

損

失

の

金

額

が

あ

る

と

し

て

、

損

失

の

金

額

を

給

与

所

得

の

金

額

と

損

益

通

算

し

て

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

当

該

業

務

に

係

る

所

得

は

雑

所

得

に

該

当

し

、

損

失

の

金

額

は

損

益

通

算

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

な

ど

と

し

て

所

得

税

等

の

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

、

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

。

国

税

不

服

審

判

所

は

、

当

該

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

事

業

所

得

に

該

当

せ

ず

、

雑

所

得

に

該

当

す

る

と

し

て

請

求

を

棄

却

し

た

（

令

和

７

年

�

月

�

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。事

案

の

概

要

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

５

月

か

ら

�

年

�

月

ま

で

の

間

、

〇

〇

（

本

件

勤

務

先

）

に

勤

務

し

、

本

件

勤

務

先

の

硬

式

野

球

部

に

お

い

て

コ

ー

チ

及

び

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

に

係

る

指

導

等

の

業

務

を

行

っ

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

勤

務

先

を

退

職

し

た

後

、

�

年

１

月

に

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

に

係

る

指

導

及

び

リ

ハ

ビ

リ

等

の

業

務

を

開

始

し

、

そ

の

一

環

と

し

て

、

△

△

硬

式

野

球

部

及

び

×

×

硬

式

野

球

部

（

各

校

野

球

部

）

に

対

し

て

同

業

務

を

行

っ

て

い

た

（

各

校

野

球

部

に

対

し

て

、

請

求

人

が

行

っ

た

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

に

係

る

指

導

及

び

リ

ハ

ビ

リ

等

の

業

務

を

「

本

件

業

務

」

と

い

う

）

。

　

請

求

人

は

、

�

年

�

月

か

ら

令

和

５

年

２

月

ま

で

の

間

、

本

件

勤

務

先

に

再

度

勤

務

し

、

本

件

勤

務

先

の

硬

式

野

球

部

に

お

け

る

コ

ー

チ

及

び

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

に

係

る

指

導

等

を

行

う

ほ

か

、

本

件

業

務

を

行

っ

て

い

た

。

　

請

求

人

は

平

成

�

年

１

月

�

日

、

開

業

日

を

同

月

１

日

、

職

業

を

ト

レ

ー

ナ

ー

と

す

る

個

人

事

業

の

開

業

届

出

書

を

原

処

分

庁

に

提

出

し

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

元

年

分

、

２

年

分

、

３

年

分

及

び

４

年

分

の

所

得

税

等

の

各

確

定

申

告

書

を

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

し

た

。

な

お

、

各

確

定

申

告

書

の

給

与

所

得

の

収

入

金

額

欄

に

は

、

本

件

勤

務

先

か

ら

の

収

入

金

額

と

し

て

、

元

年

分

、

２

年

分

、

３

年

分

、

４

年

分

が

そ

れ

ぞ

れ

記

載

さ

れ

て

い

た

。

　

各

確

定

申

告

書

に

添

付

さ

れ

た

各

青

色

申

告

決

算

書

（

一

般

用

）

の

主

な

記

載

内

容

は

、

次

の

通

り

。

　

Ａ

業

種

は

ト

レ

ー

ナ

ー

で

あ

る

こ

と

。

　

Ｂ

各

年

分

の

本

件

業

務

に

係

る

所

得

金

額

が

事

業

所

得

と

し

て

記

載

さ

れ

て

お

り

、

各

年

分

の

す

べ

て

の

年

分

の

事

業

所

得

に

お

い

て

損

失

が

生

じ

て

い

た

こ

と

。

　

　

原

処

分

庁

は

、

各

年

分

に

お

け

る

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

雑

所

得

に

該

当

す

る

か

ら

、

本

件

業

務

に

係

る

損

失

の

金

額

を

給

与

所

得

の

金

額

と

損

益

通

算

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

な

ど

と

し

て

、

各

年

分

の

所

得

税

等

の

各

更

正

処

分

な

ど

の

各

賦

課

決

定

処

分

を

し

た

。

　

請

求

人

は

各

処

分

を

不

服

と

し

て

、

再

調

査

の

請

求

を

し

た

と

こ

ろ

、

再

調

査

審

理

庁

は

棄

却

の

再

調

査

決

定

を

し

、

再

調

査

決

定

を

経

た

後

の

原

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

審

査

請

求

を

し

た

。

　

争

点

は

、

各

年

分

に

お

け

る

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

、

事

業

所

得

又

は

雑

所

得

の

い

ず

れ

に

該

当

す

る

か

。

請

求

人

の

主

張

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

１

月

開

業

届

を

提

出

し

て

か

ら

現

在

に

至

る

ま

で

の

間

、

野

球

部

の

ト

レ

ー

ナ

ー

業

務

を

継

続

し

て

お

り

、

本

件

業

務

に

つ

い

て

も

有

償

性

、

反

復

継

続

性

及

び

営

利

性

を

有

す

る

。

た

だ

し

、

各

年

分

は

新

型

コ

ロ

ナ

が

ま

ん

延

し

て

い

た

時

期

で

、

本

件

業

務

は

そ

の

性

質

上

、

身

体

の

接

触

を

伴

う

た

め

、

業

務

自

体

を

行

う

こ

と

が

困

難

な

状

況

で

あ

っ

た

こ

と

を

特

殊

な

事

情

と

し

て

考

慮

す

べ

き

で

あ

る

。

　

本

件

勤

務

先

と

の

契

約

が

雇

用

契

約

で

あ

っ

た

と

し

て

も

、

本

件

業

務

と

本

件

勤

務

先

の

業

務

の

内

容

は

異

な

ら

な

い

た

め

、

本

件

業

務

の

精

神

的

及

び

肉

体

的

労

力

の

程

度

の

判

定

に

当

た

っ

て

は

、

本

件

勤

務

先

の

業

務

も

含

め

て

判

断

す

べ

き

で

あ

る

。

　

ま

た

、

請

求

人

は

、

本

件

勤

務

先

に

再

雇

用

さ

れ

る

以

前

か

ら

事

業

所

得

を

生

ず

べ

き

業

務

と

し

て

本

件

業

務

と

同

様

の

業

務

を

行

っ

て

お

り

、

そ

の

業

務

内

容

は

本

件

勤

務

先

で

の

再

雇

用

後

も

変

わ

っ

て

い

な

い

か

ら

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

の

区

分

も

事

業

所

得

か

ら

雑

所

得

に

変

わ

る

こ

と

は

な

い

。

　

よ

っ

て

、

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

に

係

る

指

導

等

の

業

務

（

本

件

業

務

）

か

ら

生

じ

た

所

得

は

事

業

所

得

に

該

当

す

る

。

審

判

所

の

判

断

　

本

件

業

務

は

、

有

償

性

、

一

応

の

反

復

継

続

性

及

び

企

画

遂

行

性

を

有

し

て

い

た

と

認

め

ら

れ

る

も

の

の

、

連

続

し

て

相

当

多

額

の

損

失

が

生

じ

て

い

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

請

求

人

が

本

件

業

務

に

係

る

収

支

を

改

善

す

る

た

め

の

手

段

を

講

じ

て

い

な

か

っ

た

こ

と

か

ら

す

る

と

営

利

性

が

乏

し

い

。

新

型

コ

ロ

ナ

が

本

件

業

務

の

遂

行

に

影

響

を

及

ぼ

し

た

元

年

分

に

お

い

て

、

す

で

に

多

く

の

損

失

が

生

じ

て

い

る

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

新

型

コ

ロ

ナ

に

か

か

わ

ら

ず

、

本

件

業

務

の

営

利

性

は

乏

し

い

と

い

え

る

。

ま

た

、

請

求

人

の

勤

務

先

に

お

け

る

業

務

へ

の

従

事

状

況

と

本

件

業

務

へ

の

従

事

状

況

か

ら

す

る

と

、

請

求

人

が

本

件

業

務

に

費

や

し

た

精

神

的

及

び

肉

体

的

労

力

の

程

度

は

限

定

的

で

あ

っ

た

と

い

え

る

。

　

加

え

て

、

本

件

業

務

の

損

失

の

補

填

及

び

請

求

人

の

生

計

は

、

勤

務

先

か

ら

の

給

与

収

入

に

よ

っ

て

賄

う

こ

と

が

で

き

て

い

た

と

い

う

べ

き

で

あ

り

、

本

件

業

務

か

ら

の

収

入

が

請

求

人

の

生

活

の

資

と

は

な

っ

て

お

ら

ず

、

本

件

業

務

に

は

相

当

程

度

の

期

間

を

継

続

し

て

安

定

し

た

収

益

を

得

ら

れ

る

可

能

性

が

あ

る

と

も

い

え

な

い

。

　

し

た

が

っ

て

、

前

述

の

点

を

総

合

考

慮

し

社

会

通

念

に

よ

り

判

断

す

る

と

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

事

業

所

得

に

該

当

せ

ず

、

雑

所

得

に

該

当

す

る

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

架

空

の

経

費

だ

な

ん

て

、

と

ん

で

も

な

い

�

」

　

経

理

担

当

の

夫

人

は

声

を

荒

げ

る

と

、

「

ち

ゃ

ん

と

領

収

書

も

綴

っ

て

保

管

し

て

ま

す

か

ら

、

し

っ

か

り

見

て

く

だ

さ

い

」

「

え

え

、

あ

と

で

拝

見

し

ま

す

。

そ

の

ま

え

に

、

１

つ

教

え

て

も

ら

え

ま

せ

ん

か

」

　

川

上

は

、

手

に

し

て

い

た

社

長

記

載

の

ノ

ー

ト

を

、

応

接

テ

ー

ブ

ル

に

広

げ

た

。

ぎ

ょ

う

「

こ

の

行

の

末

尾

に

「

№

」

と

あ

る

じ

ゃ

な

い

で

す

か

。

こ

れ

は

い

っ

た

い

な

ん

で

す

か

」

　

堀

田

税

理

士

は

ノ

ー

ト

を

手

に

す

る

と

、

「

こ

れ

、

ど

う

い

う

意

味

な

の

、

社

長

？

」

「

…

…

」

　

川

上

が

口

を

開

く

。

「

３

月

２

日

（

月

）

の

行

の

末

尾

に

№

７

と

あ

り

ま

す

よ

ね

。

３

月

３

日

と

４

日

は

平

日

だ

が

記

載

が

な

い

。

続

い

て

記

載

の

あ

る

３

月

５

日

（

木

）

の

末

尾

に

№

８

と

あ

る

。

見

る

限

り

№

７

と

№

８

は

続

い

て

い

る

。

い

っ

た

い

こ

の

番

号

は

、

何

を

意

味

す

る

ん

で

す

？

　

ま

ず

こ

の

点

を

教

え

て

く

だ

さ

い

」

　

無

言

の

ま

ま

下

を

向

い

た

社

長

の

頬

の

揉

み

上

げ

か

ら

、

数

滴

の

汗

が

落

ち

て

い

く

。

「

あ

な

た

―

―

」

見

か

ね

た

夫

人

が

手

元

に

あ

る

テ

ィ

ッ

シ

ュ

を

箱

ご

と

差

し

出

し

た

。

　

社

長

と

夫

人

と

の

間

に

座

っ

て

い

る

税

理

士

の

堀

田

が

受

け

取

る

と

、

社

長

に

渡

し

た

。

「

ど

う

も

…

…

」

税

理

士

に

礼

を

言

い

な

が

ら

も

、

社

長

の

虚

ろ

な

視

線

は

い

つ

し

か

ピ

ア

ノ

の

上

の

白

い

レ

ー

ス

に

。

「

何

の

番

号

な

ん

で

す

？

」

　

川

上

が

念

を

押

し

て

問

う

た

そ

の

瞬

間

、

「

も

う

た

ま

ら

ん

�

」

叫

ん

だ

か

と

思

え

ば

社

長

は

す

く

っ

と

立

ち

上

が

っ

た

。

「

あ

な

た

�

」

夫

人

の

絶

叫

が

重

な

る

。

　

一

歩

大

き

く

踏

み

出

し

た

社

長

に

向

か

い

、

「

だ

め

�

」

悲

痛

な

夫

人

の

声

が

飛

ん

だ

。

「

こ

れ

で

す

わ

」

　

ピ

ア

ノ

の

上

の

白

い

レ

ー

ス

を

め

く

っ

た

社

長

が

、

そ

こ

に

置

か

れ

て

い

た

ノ

ー

ト

を

手

に

す

る

と

、

夫

人

は

か

細

い

声

で

、

お

お

「

ど

う

し

て

…

…

」

と

顔

を

手

で

覆

っ

た

。

「

ど

う

せ

税

務

署

の

人

に

は

か

な

わ

ね

ん

だ

よ

。

こ

れ

で

す

よ

、

こ

れ

―

―

」

　

社

長

は

１

人

掛

け

の

ソ

フ

ァ

に

ド

ス

ン

と

座

る

と

、

テ

ー

ブ

ル

の

上

に

、

新

た

な

ノ

ー

ト

を

広

げ

、

人

差

し

指

で

示

し

た

。

「

№

７

は

、

こ

れ

。

３

月

３

日

（

火

）

と

４

日

（

水

）

。

№

８

は

６

日

（

金

）

。

　

そ

れ

ぞ

れ

別

の

現

場

に

行

っ

て

た

の

さ

」

「

別

の

と

は

？

」

川

上

の

質

問

に

社

長

が

、

「

武

蔵

工

務

店

以

外

の

仕

事

だ

よ

―

―

」

・

・

　

社

長

は

笑

い

な

が

ら

、

「

川

上

さ

ん

が

執

拗

に

訊

い

た

よ

う

に

さ

、

工

務

店

以

外

か

ら

の

仕

事

も

や

っ

て

ん

だ

わ

。

そ

っ

ち

の

ノ

ー

ト

は

工

務

店

か

ら

の

分

で

、

こ

っ

ち

の

ノ

ー

ト

は

そ

れ

以

外

。

つ

ま

り

手

間

仕

事

の

分

だ

よ

」

　

テ

ー

ブ

ル

に

同

じ

青

色

の

ノ

ー

ト

が

２

冊

広

げ

ら

れ

て

置

か

れ

た

。

　

２

つ

の

ノ

ー

ト

を

併

せ

見

れ

ば

、

月

曜

日

か

ら

土

曜

日

ま

で

、

ど

こ

か

し

こ

の

現

場

に

出

掛

け

、

働

い

て

い

た

こ

と

が

わ

か

る

。

「

社

長

さ

ん

、

ご

提

示

あ

り

が

と

う

ご

ざ

い

ま

す

。

大

切

な

こ

と

な

の

で

確

認

し

て

お

き

た

い

の

で

す

が

、

こ

の

手

間

仕

事

の

売

上

は

、

ち

ゃ

ん

と

計

上

さ

れ

て

い

る

ん

で

す

か

？

」

「

計

上

っ

て

？

」

「

つ

ま

り

、

売

上

高

と

し

て

申

告

し

て

る

ん

で

す

か

？

―

―

っ

て

こ

と

で

す

」

「

し

て

な

い

よ

な

？

」

社

長

は

経

理

担

当

の

夫

人

を

見

た

。

夫

人

は

目

を

伏

せ

た

。

「

い

い

ん

だ

っ

て

、

正

直

に

言

っ

ち

ま

え

ば

。

悪

い

こ

と

を

し

た

の

は

、

こ

っ

ち

な

ん

だ

か

ら

さ

。

ち

ゃ

ん

と

お

詫

び

し

て

話

せ

ば

」

う

つ

　

社

長

は

そ

れ

ま

で

の

虚

ろ

な

様

子

か

ら

一

転

し

、

ま

る

で

生

気

を

得

た

か

の

よ

う

に

、

「

手

間

の

売

上

分

は

、

こ

の

通

帳

の

中

に

。

な

あ

、

全

部

、

こ

こ

で

い

い

ん

だ

よ

な

？

」

　

税

理

士

の

横

で

縮

こ

ま

っ

て

い

る

夫

人

に

向

か

い

晴

れ

晴

れ

と

し

た

様

子

で

訊

ね

た

。

　

夫

人

が

頷

く

と

、

「

て

な

具

合

だ

か

ら

、

申

し

訳

あ

り

ま

せ

ん

で

し

た

。

で

も

ね

、

悪

い

こ

と

だ

が

、

こ

う

し

て

ち

ゃ

ん

と

話

せ

て

、

あ

る

意

味

ス

ッ

キ

リ

し

た

ん

だ

。

税

務

署

さ

ん

や

堀

田

先

生

は

笑

う

か

も

し

れ

な

い

け

ど

、

こ

う

い

う

の

は

し

ょ

う

俺

っ

ち

の

性

に

合

わ

な

い

ん

だ

よ

。

こ

そ

こ

そ

す

る

の

は

さ

。

冷

や

汗

も

か

く

し

さ

。

　

だ

か

ら

、

信

じ

て

も

ら

え

な

い

か

も

知

れ

ね

え

け

ど

、

税

務

署

さ

ん

の

顔

を

見

た

時

に

、

一

切

合

財

ぶ

ち

ま

け

ち

ま

お

う

か

と

も

思

っ

た

ん

だ

け

ど

ね

。

な

ん

だ

か

さ

…

…

」

「

私

が

悪

い

ん

で

す

よ

…

…

」

夫

人

が

蚊

の

鳴

く

よ

う

な

声

で

言

う

と

、

す

か

さ

ず

、

「

誰

が

悪

い

っ

て

話

じ

ゃ

な

い

ん

だ

よ

、

ね

ぇ

、

先

生

」

社

長

は

川

上

に

笑

っ

て

み

せ

た

。

　令和７年度の全国のふるさと納税受入（寄附）額は１

兆３３１４億円となり、過去最高を更新した。平成�年度

の制度開始から�年が経ち、ふるさと納税は寄附文化

が根付かないとされてきた日本で、その普及と定着に

大きく寄与してきた。

　ふるさと納税が拡大した要因としては、寄附者が地

域の特産品等を受け取ることができる「返礼品」の存

在が大きい。返礼品には一部に批判的な声があるのも

確かだ。しかし、独自財源に乏しい地方の自治体が創

意工夫によって寄附を集め、地域の活性化や課題解決

に取り組む機会を生み出しており、そうした意味では

ポジティブに捉えることもできる。

　本連載では全国に�ある国税局と沖縄国税事務所の

各管内で７年度に最も寄附受入額が多かった市町村を

北から順番に取り上げ、人気の理由を紹介していく。

　初回は札幌国税局管内で受入額１位だった北海道

しらぬか

白糠町。白糠町は北海道の東部、釧路市に隣接する人

口７０００人に満たない町。面積の約�％が森林でありな

がら海に面しており、漁業、農業、酪農が盛んだ。地

域資源である食材、特に海産物が返礼品として人気で

多くの寄附を集めている。過去３年間のふるさと納税

の受入額は５年度が全国４位、６年度が２位、７年度

も２位と、全国トップクラスにある。

　人気の返礼品をみると、サーモン、いくら、ホタテ、紅

鮭が上位を占める。海産物以外では、地元の生乳を使用

して製造したチーズや町内の契約農家が栽培した赤シ

ソを使用して造られているしそ焼酎も人気のようだ。

　集まった寄附金等を活用し、「子育て応援日本一の

まち」を掲げて子育て世代への経済的な支援を充実さ

せている。出産祝い金の支給、新入学児童・生徒入学

支援金の支給、保育料の無料化、学校給食費の無料化、

�歳までの医療費の無料化を展開し、学校給食費は町

内の小中学校・義務教育学校と町内にある白糠高校で

給食費が無料となっている。

　昨年４月には「ふるさと納税マニフェスト」を発表。

ふるさと納税を推進力としたまちづくりの方針を明ら

かにし、一次産業でＤＸ等を推進して国内の食料自給

力向上に貢献することや太陽光発電や地熱発電など再

生可能エネルギーの積極的な導入を進めていくことも

打ち出している。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

令

和

８

年

度

財

務

大

臣

・

国

税

庁

長

官

納

税

表

彰

の

受

彰

者

が

、

こ

の

ほ

ど

発

表

さ

れ

た

。

今

年

度

の

受

彰

者

は

財

務

大

臣

表

彰

が

�

人

、

国

税

庁

長

官

表

彰

が

�

人

（

４

面

参

照

）

だ

っ

た

。

表

彰

式

は

�

月

�

日

、

東

京

都

港

区

の

明

治

記

念

館

で

開

催

さ

れ

る

。

受

彰

者

は

次

の

通

り

（

敬

称

略

）

。

　

赤

坂

　

陽

一

（

�

）

札

幌

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

札

幌

東

地

区

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

佐

藤

　

慶

一

（

�

）

北

海

道

小

樽

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

常

任

理

事

。

（

公

社

）

小

樽

法

人

会

会

長

。

　

村

井

　

順

一

（

�

）

北

海

道

釧

路

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

釧

路

間

税

会

会

長

。

　

赤

塚

　

英

夫

（

�

）

福

島

県

郡

山

市

。

東

北

六

県

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

郡

山

法

人

会

会

長

。

　

村

越

　

正

道

（

�

）

秋

田

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

秋

田

南

間

税

会

会

長

。

　

池

田

　

一

義

（

�

）

東

京

都

江

東

区

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

副

会

長

。

（

公

社

）

浦

和

法

人

会

会

長

。

　

板

橋

　

信

行

（

�

）

栃

木

県

足

利

市

。

関

東

信

越

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

公

社

）

足

利

法

人

会

会

長

。

　

金

子

　

重

雄

（

�

）

栃

木

県

佐

野

市

。

関

東

信

越

法

人

会

連

絡

協

議

会

理

事

。

（

公

社

）

佐

野

法

人

会

会

長

。

　

木

村

　

　

誠

（

�

）

茨

城

県

古

河

市

。

茨

城

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

　

高

野

　

幹

也

（

�

）

新

潟

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

新

潟

間

税

会

会

長

。

　

戸

谷

　

清

一

（

�

）

埼

玉

県

本

庄

市

。

埼

玉

県

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

副

会

長

。

　　

中

川

喜

久

治

（

�

）

茨

城

県

土

浦

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

茨

城

県

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

内

山

　

弘

通

（

�

）

千

葉

県

大

網

白

里

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

務

理

事

。

東

金

間

税

会

会

長

。

　

関

　

　

善

明

（

�

）

東

京

都

江

戸

川

区

。

東

京

国

税

局

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

　

関

根

金

一

郎

（

�

）

千

葉

県

船

橋

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

元

船

橋

間

税

会

会

長

。

　

高

野

吉

太

郎

（

�

）

東

京

都

新

宿

区

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

常

任

理

事

。

（

公

社

）

新

宿

法

人

会

会

長

。

　

竹

ノ

上

蔵

造

（

�

）

東

京

都

目

黒

区

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

芝

優

申

会

会

長

。

　

冨

田

　

孝

之

（

�

）

千

葉

市

。

（

一

社

）

千

葉

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

千

葉

東

青

色

申

告

会

会

長

。

　

新

倉

　

　

裕

（

�

）

相

模

原

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

相

模

原

法

人

会

会

長

。

　

橋

本

　

良

子

（

�

）

東

京

都

目

黒

区

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

副

会

長

。

　

保

坂

　

敦

子

（

�

）

東

京

都

台

東

区

。

東

京

国

税

局

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

参

与

。

　

　

間

下

　

成

敏

（

�

）

東

京

都

文

京

区

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

東

京

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

顧

問

。

　

三

田

　

　

茂

（

�

）

東

京

都

足

立

区

。

（

一

社

）

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

　

上

田

　

祐

広

（

�

）

福

井

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

常

任

理

事

。

福

井

間

税

会

会

長

。

　

宇

野

　

恭

生

（

�

）

三

重

県

松

阪

市

。

東

海

間

税

会

連

合

会

常

任

理

事

。

松

阪

間

税

会

副

会

長

。

　

飯

田

　

隆

典

（

�

）

三

重

県

鈴

鹿

市

。

東

海

法

人

会

連

合

会

常

任

理

事

。

（

公

社

）

鈴

鹿

法

人

会

会

長

。

　

飯

塚

　

眞

章

（

�

）

静

岡

市

。

東

海

青

色

申

告

会

連

合

会

常

任

理

事

。

（

一

社

）

静

岡

青

色

申

告

会

会

長

。

　

伊

藤

　

歳

恭

（

�

）

三

重

県

四

日

市

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

津

法

人

会

会

長

。

　

河

口

　

　

一

（

�

）

岐

阜

県

瑞

浪

市

。

（

一

社

）

多

治

見

法

人

会

監

事

。

元

東

海

法

人

会

連

合

会

常

任

理

事

。

　

田

中

　

健

児

（

�

）

岐

阜

県

関

市

。

（

一

社

）

岐

阜

県

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

一

社

）

中

濃

法

人

会

副

会

長

。

　

丹

羽

　

　

豊

（

�

）

名

古

屋

市

。

東

海

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

監

事

。

名

古

屋

北

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

山

内

　

勝

己

（

�

）

浜

松

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

浜

松

西

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

渡

辺

　

重

幸

（

�

）

静

岡

県

富

士

市

。

静

岡

県

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

岳

南

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

　

岩

佐

　

隆

雄

（

�

）

兵

庫

県

明

石

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

明

石

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

阪

中

　

雅

博

（

�

）

大

阪

市

。

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

理

事

。

浪

速

区

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

篠

原

　

準

治

（

�

）

大

阪

府

吹

田

市

。

吹

田

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

（

公

社

）

吹

田

納

税

協

会

理

事

。

　

長

谷

川

栄

男

（

�

）

神

戸

市

。

（

公

社

）

須

磨

納

税

協

会

会

長

。

須

磨

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

。

　

山

口

　

一

儀

（

�

）

大

阪

市

。

近

畿

納

税

貯

蓄

組

合

総

連

合

会

常

任

理

事

。

西

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

。

　

出

雲

　

洋

佑

（

�

）

広

島

市

。

中

国

青

色

申

告

会

連

合

会

理

事

。

安

芸

地

区

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

。

　

波

田

　

兼

昭

（

�

）

山

口

県

下

関

市

。

広

島

国

税

局

間

税

会

連

合

会

常

任

理

事

。

下

関

間

税

会

会

長

。

　

山

中

　

英

雄

（

�

）

鳥

取

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

鳥

取

法

人

会

会

長

。

　

青

木

　

陽

一

（

�

）

高

知

市

。

（

一

社

）

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

理

事

。

高

知

青

色

申

告

会

会

長

。

　

池

尻

　

英

昭

（

�

）

徳

島

県

三

好

市

。

四

国

法

人

会

連

合

会

理

事

。

（

公

社

）

池

田

法

人

会

会

長

。

　

池

田

　

博

士

（

�

）

佐

賀

県

伊

万

里

市

。

北

部

九

州

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

。

伊

万

里

青

色

申

告

会

会

長

。

　

田

代

　

雅

人

（

�

）

福

岡

県

筑

紫

野

市

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

理

事

。

筑

紫

間

税

会

会

長

。

　

石

原

　

　

學

（

�

）

宮

崎

県

都

城

市

。

南

九

州

間

税

会

連

合

会

常

任

理

事

。

都

城

間

税

会

会

長

。

　

竹

下

　

　

英

（

�

）

熊

本

市

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

副

会

長

。

（

公

社

）

熊

本

法

人

会

会

長

。

　

山

村

　

唯

夫

（

�

）

熊

本

県

阿

蘇

郡

。

（

公

財

）

全

国

法

人

会

総

連

合

理

事

。

（

公

社

）

阿

蘇

法

人

会

会

長

。

【

租

税

教

育

の

推

進

を

通

じ

て

納

税

道

義

の

高

揚

に

功

績

の

あ

っ

た

人

】

横

尾

　

一

徳

（

�

）

千

葉

県

柏

市

。

【

租

税

教

育

の

推

進

を

通

じ

て

納

税

道

義

の

高

揚

に

功

績

の

あ

っ

た

人

】

藤

田

　

清

司

（

�

）

和

歌

山

県

紀

の

川

市

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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